
●自治体財政の弾力性と硬直性

よく知られているように、世間には「独身貴族」
という言葉があります。当然のことですが、たと
えば年収350万円の単身世帯と年収700万円で子育
て真っ最中の世帯では、家計の支出構造は全く異
なります。この場合、年収が後者の半分しかない
前者の方が「より自由」に買い物などを楽しむこ
とができる一方、子育てに追われる後者にあって
は、前者がときに楽しむプチ贅沢どころではない
かもしれません。家庭生活を守るためにさまざま
な「経費」の支出を余儀なくされるからです。そ
こで前者が「独身貴族」と揶揄されたり、その当
事者が「花の独身」などと自称したりするわけで
す。もっとも幸せは人それぞれですから、軽々に
それ以上の評価をすることは慎まなければなりま
せん。

さて、似たような事情は、自治体財政において
も見ることができます。さすがに「プチ贅沢」と
いう言葉がそのまま当てはまるわけではありませ
んが、独自政策や臨機の対応に比較的多くの予算
を振り分けることができる自治体と、そうした余
裕のない自治体が、財政規模の大小とは関係なく
存在します。

自治体の歳出に着目したとき、会計年度ごとに
確実に支出しなければならない「固定経費」が大
きな割合を示せば、それだけ歳出の「自由度」が
奪われていることになります。「より自由」に独
自政策等へ予算を配分することができないわけで
すから、自治体の予算は「弾力性」に欠け、「硬
直性」が高いということになります。この「弾力

性」と「硬直性」を両端とする比較軸上に自治体
を並べて比較検討したり、特定の自治体の経年変
化に着目してその推移を分析したりするための指
標として「経常収支比率」が工夫され、活用され
ています。

●経常収支比率の導出

自治体の財政では、会計年度当初の時点で確実
に支出しなければならないことが見込まれる経費
や毎年必ず支出される経費は、経常経費と呼ばれ
ます。そのなかでも職員の人件費や地方債の償還
に係る公債費などは、とくに当該自治体に支払い
義務があるという性質から義務的経費と呼ばれま
す。また、庁舎建設や災害復旧に係る費用などの
ように特定の年度のみに必要とされる経費は臨時
経費と呼ばれ、経常経費とは区別されます。

一般に、経常経費の支出については、毎年の収
入を見込むことができる経常財源のうち予め使途
が特定されている財源をまず充て（経常特定財
源）、それだけでは不足する分を経常財源の中で
使途が特定されていない一般財源で充当します。

この経常経費に充当する一般財源が少額で済め
ば独自政策や臨時経費に多くを充てることができ
るなど、財政にゆとりが生まれます。そこで、経
常経費充当一般財源の金額と経常一般財源総額の
比を「財政のゆとり」ないし「弾力性」、もしく
は逆の方向で捉えれば「硬直性」の指標とするこ
とが考えられます。

ただし、決算カード上では一般財源に含まれな
い使用料、手数料などの財源についても経常経費

連載⑭
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に充てられる部分がありますので、そのような経
常特定財源分は一般財源と同様に扱い「経常経費
充当一般財源等」としてまとめます。また、使途
に限定がない経常財源の総額についても、同様に
経常一般財源等をまとめる必要がありますが、そ
れだけではまだ足りません。国の減税政策に起因
した税収不足を補うために発行された減税補てん
債や地方財政法第５条の特例として認められる減
収補てん債特例分および地方交付税の財源不足に
起因する臨時財政対策債による収入も、やはり使
途に限定がない経常財源として付け加える必要が
あります。

そうして、次の計算式をもって経常収支比率が
定義されます。

●企業会計における類似の指標

経常支出と経常収入の比率をもって指標とする
発想は、上記の自治体財政における経常収支比率
に止まるものではありません。

企業財務においても、たとえば長期借入れ金の
返済能力を判断する際などに、経営活動による収
入で当期の運転資金を賄えているか否かをみるた
めに「経常的な収入」と「経常的な支出」との比
率が指標として用いられます。ただし、自治体の
財務指標とは目的が異なりますので、分母と分子
が逆転し、

経常収支比率（％） ＝ 経常収入 ÷ 経常支出 × 100
という式で計算されます。
ここで、

　　　　　　　　　　　　経常経費充当一般財源等
経常収支比率（％） ＝ ――――――――――――――――×100

経常一般財源等＋減税補てん債＋
減収補てん債特例分＋臨時財政対策債

経常収入＝売上高＋営業外収入
－売掛債権（割引手形を含む）増加分
－未収入金増加分－未収収益増加分
＋前受金増加分＋前受収益増加分

経常支出＝売上原価＋販売費および一般管理費＋営業外費用
－買掛債務増加分－未払金増加分－未払費用増加分
－貸倒引当金増加分
－流動負債および固定負債の引当金増加分
－減価償却費
＋棚卸資産増加分＋前渡金増加分＋前払費用増加

すなわち、経常収入とは営業収入に営業外収益
による収入を加えた額または売上収入のことで、
経常支出とは材料、商品、人件費等の支払いやそ
の他の費用のことです。

この企業会計における経常収支比率は、総合的
な現金収支・資金繰りを見る指標であり、一般的
には少なくとも100%を超えていることが望ましく、
85%以下であれば要注意とされているようです。

自治体においても、公営企業法が適用される地
方公営企業の経常収支比率は、経常収益を経常費
用で除して算出され、その値が100％以上になる
ことが健全な水準とされています。

●経常収支比率による評価

自治体財政における経常収支比率は、上記の導
出からも容易にわかるように、その値が低いほど
財政の弾力性が高く、逆に高いほど財政が硬直化
していることを示しています。後に具体的に見る
ように、この値が100％を超える実例もあります。
経常収支比率が100％ということは、自由に使え
る経常財源の全てを経常経費に充てなければなら
ないということですから、それが100％を超える
ということは、臨時財源に依存しないと経常経費
を賄いきれないという事態を意味しています。

総務省は、自治省の時代から市町村で75％、道
府県で80％を上回らないことが望ましいとしてき
ました。かつて自治体の財政担当者の間では、経
験上、町村では70％、市では75％、道府県では
80％を超えると財政の硬直化により行政環境が著
しく厳しくなると語られ、常識化していましたが、
昨今ではそれが昔話と感じられるほど自治体財政
の弾力性は失われ、それだけ政策選択の自由度も
厳しく制約されているのが実情です。

なお、決算カードに記される経常収支比率は、
性質別歳出ごとにも示されています。そこでは人
件費と公債費が大きな割合を占め、かねてより自
治体財政が硬直化する主要原因として、いわば槍
玉に挙げられてきました。

確かに、人件費と公債費が占める割合は比較的
大きいのですが、昨今の厳しい状況をふまえて見
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直してみると、「犯人」は他にも潜んでいるよう
です。

たとえば物件費には、極めて幅広くさまざまな
支出が含まれますが、とりわけ委託料が要注意で
す。いわゆる「民間委託」などにより「業務の外
部化」が進むと、この委託料が下方硬直する傾向
がしばしば見られます。

負担金についても、内容を精査してみる必要が
ありそうです。とりわけ一部事務組合や広域連合
に対する負担金には支出が義務づけられている経
費が含まれています。この「広域行政」に係る経
費は、上の「民間委託」に係るものとは少々意味
合いが異なりますが、ともに「業務の外部化」と
しての性格を帯び、ときに財政硬直の原因にもな
ります。

他に、経理を別にする会計への操出金も無視で
きません。とくに公営企業に対する経常的な操出
金には十分警戒する必要があると思われます。

●経常収支比率の限界

こうしてみると、自治体財政の弾力性を計る指
標として経常収支比率は、確かに便利ですが、全
般的に硬直化が進む昨今では必ずしも万能ではな
く、有効性に陰りがあるとも言えるかもしれません。

そもそも経常収支比率には、歳入においては経
常財源と臨時財源のそれぞれが一般財源と特定財
源の全４種に区分され、歳出においては経常経費
と臨時経費の２種に区分されるという算出の前提
があります。

この指標を編み出した旧自治省関係者の狙いと
しては、全国規模での比較対照に資することが強
く意識されたに違いありません。その「毎年度経
常的に収入される一般財源（経常一般財源）」とは、
自治体が継続的かつ安定的に確保できるばかりで
はなく、あわせて殆どの自治体で収入が予想され
るもの、とされていることがよくそれを示してい
ます。これにより、たとえば都市計画税は「目的税」
かつ課税していない自治体もあるということで経
常収支比率の計算には組み込まれていません。し
かし、都市計画税を課税している自治体は決して

少なくありませんし、課税自治体にとっては毎年
度の税収を見込むことができます。また「目的税」
とはいえ、その目的を規定する地方税法第702条
第１項には「都市計画法に基づいて行う都市計画
事業又は土地区画整理法に基づいて行う土地区画
整理事業に要する費用に充てるため」としか記さ
れていません。そこで実際には相当幅広く「柔軟
に」解されて支出されています。

つまり、算定の根拠となる財源および経費の区
分自体が必ずしも実態を適切に反映するものとは
言えないところに問題があります。

さらに、決算カードが地方財政状況調査に基づ
いて作成されていることは、これまでにもふれま
したが、その集計表として公表されている「市町
村別決算状況調」では、決算カードとは違い、経
常収支比率の内訳としてとくに人件費と公債費だ
けが別記されています。総務省（旧自治省）が公
表する経常収支比率の推移を示すグラフは、通例
これに倣い「人件費」「公債費」「その他」の３区
分積上棒グラフで表現されてきました。ここには、
人件費こそ財政硬直の「主犯」とみる「思い込み」
と人件費抑制「指導」の姿勢が垣間見えるような
気もします。

なお、1998（平成10）年度から2000（平成12）
年度までの当時は、各自治体が経常収支比率を算
出する際に、減税補てん債を経常一般財源等に加
えないことがありました。減税補てん債は、国政
レベルの景気対策により自治体の税収が落ち込ん
だ分を補てんするもので、建設地方債とは異なり
使途の限定がない「赤字地方債」の一種ですが、
いわば「借金」たる形式が重視され、経常一般財
源とは性質が違うと看做されたものです。しかし
ながら、2001（平成13）年度に臨時財政対策債の
発行が認められると、やはり形式的には各自治体
の借入に違いありませんが、その元利償還金の全
額が後年度の地方交付税に算入されるなど、実質
的には地方交付税の代替財源と看做されることか
ら、減税補てん債と共に経常一般財源等に加えら
れるようになり、減税補てん債と臨時財政対策債
を経常一般財源等から除いた経常収支比率は並記
される扱いになりました。そしてかつて減税補て
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ん債を経常一般財源等から除いて計算していた自
治体でも、遡って再計算された数値が公表される
ようになり経年比較も可能になりました。また、
2007（平成19）年度からは、減収補てん債特例分
と臨時財政対策債が経常一般財源等に含めて計算
されており、その両者を除いた経常収支比率も別
に記されています。

●千葉県内市町村における経常収支比率の状況

まずは千葉県内の市町村における経常収支比率

の現況を見てみましょう。【図01】は、2013（平
成25）年度の市町村経常収支比率を高率の自治体
から順に並べたグラフです。

これを見ると、最も経常収支比率が高い自治体、
すなわち最も財政が硬直化している自治体は栄町、
逆に最も経常収支比率が低い自治体は長南町であ
ることがわかります。栄町の経常収支比率は実に
97.2％、すなわち恒常的に見込むことができる収
入のうちで、自由に使える分はわずか３％にも足
りません。長南町の経常収支比率は79.1％、県内
の自治体では最も低い値とはいえ、とても「柔軟

【図01】2013（平成25）年度市町村経常収支比率 性に富む」とは言え
ません。

時 点 を 遡 り 1999
（平成11）年度の順
を【図02】のグラフ
にまとめてみました。
この年度の最も経常
収支比率が高い自治
体は富津市の93.0%、
低い自治体は袖ケ
浦市の69.7%でした。
経常収支比率が90％
を超える自治体が君
津市までの６市、一
方75％以下の自治体
は東庄町からグラフ
の右側に位置する２
市７町です。この９
自治体は、当時柔軟
性に富む財政構造で
あったと評すること
ができるでしょう。

この実態をふまえ、
本稿では経常収支比
率を①75％以下、②
75％超90％以下、③
90％超の３つに区分
し、まずそれらの推
移を見ることで全体
の変化を概観します。

【図02】1999（平成11）年度市町村経常収支比率
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【図03】は、２つ
のグラフを重ねまし
たから、少々読み取
りにくいかもしれま
せんが、棒グラフが
３区分それぞれの自
治体数を積み上げて
経年変化を見たもの、
折れ線グラフが３区
分それぞれの構成比
の推移です。グラフ
を見ると、９自治体
に始まる①の区分が
絶滅していったこと、
自治体合併が進み自
治体数が大幅に減っ
た2005（平成17）年
度から４年間は財政
の硬直化が甚だしい
③の区分が多くを占
めたことなどを読み
取ることができます。

次 に、 ① の 区 分
を経験した自治体に
着目してみましょう。
【表01】は、1999（平
成11）年度から2013

（平成25）年度まで
の15年間に①の区分
を経験した市町村の
全てです。表では経
年変化の様子等が読
み取りにくいため、
典型的な4市町村を
取り出しグラフにま
とめたのが【図04】
です。

こ の 図 で は、 袖
ケ浦市、多古町およ
び長生村が、それぞ
れ大幅に値を上下さ

【図03】経常収支比率３区分自治体数および構成比の推移

【図04】経常収支比率75％以下の実績を有する市町村の経常収支比率の推移

【表 01】経常収支比率の推移（75％以下の実績を有する自治体）
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
(H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25)

東葛地区 浦安市 81.4 81.5 79.7 74.4 78.1 86.7 78.5 79.5 79.9 82.2 81.1 82.8 82.5 83.8 86.9 
君津地区 袖ケ浦市 69.7 70.7 71.7 76.5 81.4 82.8 78.0 81.2 84.4 84.9 85.4 85.3 87.6 91.2 89.4 
印旛地区 成田市 73.4 72.9 71.0 74.0 74.3 78.3 74.9 79.7 80.9 74.4 82.7 82.9 81.9 83.6 82.6 
香取地区 多古町 74.3 76.5 81.4 81.2 78.3 83.3 79.4 87.0 92.6 89.4 85.7 87.7 83.7 89.4 87.8 

東庄町 75.0 75.6 75.2 78.5 80.1 84.2 81.5 81.2 83.9 83.8 81.6 80.1 80.9 84.9 82.5 
山武地区 山武市 93.1 93.1 95.6 93.1 89.1 82.5 89.0 89.8 87.8 

山武町 71.9 71.8 74.8 76.2 75.4 83.0 
松尾町 70.1 72.0 74.3 78.5 77.5 80.5 

大網白里市 93.5 91.7 
大網白里町 72.6 73.8 75.5 78.7 79.7 83.8 84.1 85.4 88.9 91.0 90.5 89.3 90.3 

芝山町 74.7 76.1 76.6 76.8 78.0 83.5 81.5 86.2 89.8 88.9 85.6 84.8 90.3 88.0 87.1 
長生地区 長生村 76.6 76.8 67.7 90.6 77.2 89.1 80.4 78.3 85.1 85.3 88.7 83.3 82.0 83.7 81.7 

長南町 75.0 74.8 77.4 83.9 79.8 86.5 86.8 83.3 88.4 86.5 83.5 78.1 81.2 82.6 79.1 
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せながら、全体とし
て硬直化を進めたば
かりか、いずれも③
の区分にまで達した
時期があるという特
徴を共有しています。
ここまで極端な振れ
幅がなくとも、この
期間に区分①ばかり
か区分②に始まる自
治体の多くが同じよ
うな傾向を辿り硬直
化を進めています。

一 方、 成 田 市 は
やはり硬直化の方向
に進んできたものの、
最大値が2012（平成
24）年度の83.6％に
止まるなど、他の自
治体とはやや異なる
緩やかな上昇になっ
ています。
【図05】には、区

分①の実績ある典型
的4市町村の人件費
経常収支比率の推移
をまとめました。こ
の図からは、袖ケ浦
市を例外として、他
の市町村は近年にお
いて値を下げつつあ
ることがわかります。
【図06】は、同じ

４市町村の公債費経
常収支比率の推移で
す。多古町がほぼ一
貫して減少傾向にあ
りますが、他の３市
町村は近年ほぼ横ば
いを続けていること
がわかります。その

【図05】経常収支比率75％以下の実績を有する市町村の人件費経常収支比率の推移

【図06】経常収支比率75％以下の実績を有する市町村の公債費経常収支比率の推移

【図07】経常収支比率高率4市1町における推移
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なかでは成田市が約
12％程度と比較的高
い値を続けています。
【図05】と【図06】

を合わせて見ると、
この両者の合計だけ
では【図04】で見た
経常収支比率の推移
傾向をうまく説明す
ることができません。
つまり、かつて比較
的財政構造に弾力性
を有していた自治体
が硬直化を進めた原
因として人件費と公
債費のみを挙げるこ
とは当を得ていませ
ん。

次に、区分③を経
験した自治体に着目
しましょう。とはい
え、該当する自治体
は非常に多くありま
すので、本稿では典
型的と見ることがで
きる４市１町に着目
することにします。
【図07】は、高い

【図08】経常収支比率高率４市１町における人件費経常収支比率の推移

【図09】経常収支比率高率４市１町における公債費経常収支比率の推移

値を示す４市１町の経常収支比率の推移です。も
ともと90％前後の値を示していた船橋市、千葉市、
習志野市および栄町の４自治体は、2004（平成
16）年度に一段と財政の硬直化を進め、その後は
概ね横ばいの傾向にあります。館山市は他と少々
違う傾向を示していますが、2008（平成20）年度
に101.5％と唯一100％を突破しています。その館
山市もやはり2004（平成16）年度に一段と財政の
硬直化を進めたという点では、他の自治体と共通
しています。
【図08】は、経常収支比率高率４市１町におけ

る人件費経常収支比率の推移です。栄町は例外で
すが、他の４市はいずれも急激に人件費の経常収

支比率を落としていることがわかります。
【図09】は、同じ４市１町における公債費経常

収支比率の推移です。ここでは千葉市が例外で
2007（平成19）年度以降に率を上げていますが、
その他の自治体は概ね横ばいか微減のようです。
【図08】と【図09】からも【図07】に見る推移

を説明することは、やはり困難です。とくに財政
硬直が著しい自治体においては、10数年来かなり
厳しく人件費経常収支比率を下げ、公債費につい
ても増嵩を抑制してきたにも関わらず、全体とし
ての財政構造の硬直状態を脱しきれない様子がわ
かります。

ここで視点を少々変えてみましょう。【図03】
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で見たように2005（平
成17）年度は自治体合
併が進んだ結果、自治
体数が大幅に減るとと
もに区分③の自治体が
初めて過半を占めまし
た。そこで、自治体合
併によって財政の硬直
化が進むかどうか、そ
の一端を見ようと思い
ます。

とはいえ、自治体合
併とその前後の事情は
地域によりさまざまで
す。ここで千葉県内全
ての実例に当たる余裕
はありませんので、佐
原市、小見川町、山田
町および栗源町の１市
３町が対等合併して新
設された香取市を一例
として合併前後の経常
収支比率の推移を【図
10】にまとめてみま
した。
【図10】からは、合

併直後はほぼ旧佐原市
の水準が４年間続き、

【図10】香取市旧４市町合併前後の経常収支比率の推移

【図11】臨時財政対策債等を除外した経常収支比率の推移

その後85％程度にまで弾力性が向上した様子を看
取することができます。2008（平成20）年度から
2010（平成22）年度にかけての急激な変化の要因
は別に精査する必要がありますが、少なくともこ
の実例については自治体合併が財政硬直化の原因
を為すとは言えないようです。

ここまでのグラフは全て減税補てん債、減収補
てん債特例分および臨時財政対策債を織り込んで
計算された経常収支比率の推移を示すものでした。
これらを除外して計算される経常収支比率の推移
を先の経常収支比率高率４市１町についてグラフ
にまとめたものが【図11】です。

この【図11】を【図07】と比べてみると、臨

時財政対策債の発行が始められた2001（平成13）
年度からの3年間で減税補てん債と臨時財政対策
債を除いた計算値が急激に上昇していることがわ
かります。しかしながら、その後の推移傾向は大
きく見れば計算方法の違いにも関わらず類似して
いると言えそうです。ただ、【図11】では４市１
町の全てが100％を超える事態を経験しているこ
とは見逃せません。

末尾に【表02】～【表05】を載せます。【表02】
は【図03】、【表03】は【図04】～【図06】、【表
04】は【図07】～【図09】および【図11】、【表05】
は【図10】のそれぞれを作成するための基となっ
たデータです。
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《付記》
【図01】および【図02】をはじめ、本稿に掲載し

た図表の基となった各自治体ごとの経常収支比率
に関するデータは、紙幅の都合上本誌に掲載する
ことは叶いません。とりまとめるには手数を要し
ますので今回もウェブサイト上に公開いたします。

一般社団法人千葉県地方自治研究センターの
ホームページ
http://chiba-jichiken.net/
の左側の欄にある「活動報告」中の「調査・研

究」をクリックして遷移するとご覧いただけます。
どうぞ、ご活用ください。　　　　　　　（続く）

【表 02】経常収支比率３区分自治体数および構成比の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
(H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25)

90％超 6 3 7 21 17 37 31 33 39 39 26 19 24 26 23
(%) 7.5 3.8 8.8 26.3 21.5 48.1 55.4 58.9 69.6 69.6 48.1 35.2 44.4 48.1 42.6 

75％超90％以下 65 71 68 57 61 40 24 23 17 16 28 35 30 28 31
(%) 81.3 88.8 85.0 71.3 77.2 51.9 42.9 41.1 30.4 28.6 51.9 64.8 55.6 51.9 57.4 

75％以下 9 6 5 2 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0
(%) 11.3 7.5 6.3 2.5 1.3 0.0 1.8 0.0 0.0 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

【表 03】経常収支比率 75％以下の実績を有する 4市町村の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
(H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25)

君津地区 袖ケ浦市 経常収支比率 69.7 70.7 71.7 76.5 81.4 82.8 78.0 81.2 84.4 84.9 85.4 85.3 87.6 91.2 89.4 
うち人件費 32.6 32.2 33.0 33.2 35.0 35.8 32.8 32.9 33.2 33.2 34.1 33.4 35.3 35.8 34.7 
うち公債費 6.3 6.7 7.1 7.7 8.1 7.4 7.0 7.7 8.1 8.0 7.3 7.0 7.1 7.5 7.7 
減税補てん債等除外 69.3 70.7 72.3 77.1 82.5 83.8 78.6 81.9 86.0 87.2 88.1 88.9 89.9 92.4 89.4 

印旛地区 成田市 経常収支比率 73.4 72.9 71.0 74.0 74.3 78.3 74.9 79.7 80.9 74.4 82.7 82.9 81.9 83.6 82.6 
うち人件費 31.6 30.8 29.4 30.4 30.0 30.3 28.5 30.5 29.8 26.3 28.7 28.4 27.8 27.9 26.4 
うち公債費 11.1 11.0 11.3 11.4 11.3 13.1 10.7 11.6 12.2 11.0 12.0 11.8 11.8 12.2 11.8 
減税補てん債等除外 72.9 72.3 71.6 74.7 74.9 79.4 76.3 80.0 80.9 74.4 82.7 82.9 81.9 83.6 82.6 

香取地区 多古町 経常収支比率 74.3 76.5 81.4 81.2 78.3 83.3 79.4 87.0 92.6 89.4 85.7 87.7 83.7 89.4 87.8 
うち人件費 25.8 25.6 27.2 28.9 25.1 27.9 26.7 29.5 29.7 27.8 26.7 26.9 26.8 27.5 25.8 
うち公債費 15.4 14.8 14.9 14.5 13.6 12.8 10.6 10.5 9.7 9.3 8.2 8.2 7.5 8.0 8.0 
減税補てん債等除外 74.0 76.1 83.8 85.8 87.4 90.9 84.4 92.5 97.5 93.7 91.9 89.9 88.3 94.0 90.8 

長生地区 長生村 経常収支比率 76.6 76.8 67.7 90.6 77.2 89.1 80.4 78.3 85.1 85.3 88.7 83.3 82.0 83.7 81.7 
うち人件費 30.6 29.3 25.9 33.7 28.8 32.5 31.0 28.8 30.4 30.2 29.6 28.0 29.2 28.6 27.2 
うち公債費 13.4 11.8 9.9 12.7 10.4 9.0 9.4 9.7 10.6 9.5 9.6 9.5 9.1 9.5 9.6 
減税補てん債等除外 76.1 76.3 69.6 97.4 87.4 99.5 86.4 83.4 90.0 89.9 95.2 90.4 88.2 90.3 88.5 

【表 04】経常収支比率高率 4市 1町の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
(H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25)

東葛地区 船橋市 経常収支比率 91.7 88.9 90.4 92.5 90.6 93.3 93.5 93.8 94.2 92.7 94.5 91.8 91.9 92.6 92.4 
うち人件費 39.9 37.5 37.7 37.4 35.7 36.0 35.3 35.6 35.1 33.3 33.1 30.9 30.8 29.4 27.4 
うち公債費 13.2 13.3 13.2 13.4 12.2 11.5 11.4 11.6 11.9 11.9 11.9 11.7 11.3 10.9 11.0 
減税補てん債等除外 90.6 87.7 93.7 98.5 100.4 101.1 99.4 99.2 98.2 97.3 100.3 97.3 97.4 98.0 96.3 

千葉地区 千葉市 経常収支比率 90.5 90.2 90.1 91.9 93.7 96.9 94.8 93.2 96.5 96.3 99.2 97.7 96.3 97.5 95.5 
うち人件費 31.4 30.9 30.1 29.9 28.9 30.1 28.6 27.1 27.2 26.7 26.9 25.5 25.3 24.0 22.6 
うち公債費 20.2 20.5 20.8 21.8 21.9 22.3 21.4 20.9 23.7 24.8 27.9 28.2 27.0 27.5 26.8 
減税補てん債等除外 89.7 89.2 93.5 98.4 106.2 106.9 101.6 99.2 102.6 103.1 108.4 110.6 108.4 108.1 106.4 

習志野市 経常収支比率 92.1 89.7 89.6 88.4 87.8 89.7 88.9 89.9 92.8 92.8 95.7 90.3 90.2 90.3 92.8 
うち人件費 42.4 41.6 41.5 40.3 39.3 40.0 39.4 35.5 36.5 33.9 35.6 31.7 32.0 31.0 31.8 
うち公債費 13.8 13.5 14.1 13.8 12.6 13.5 14.1 14.9 15.3 15.5 15.7 15.3 15.4 14.8 14.8 
減税補てん債等除外 91.2 88.7 92.6 93.5 98.4 97.8 95.1 95.4 97.7 96.9 102.5 99.5 98.5 98.4 101.0 

印旛地区 栄町 経常収支比率 89.5 86.1 88.5 91.2 93.8 98.5 96.8 98.7 98.2 98.1 97.1 93.5 97.1 98.6 97.2 
うち人件費 36.5 36.2 37.9 39.1 40.1 43.8 42.4 42.5 42.4 42.4 41.3 38.2 39.1 41.8 37.4 
うち公債費 20.9 20.3 20.8 20.9 20.7 21.5 21.1 22.8 23.1 22.7 22.8 21.6 22.3 21.6 21.5 
減税補てん債等除外 88.9 85.4 91.4 96.6 106.4 108.9 104.8 106.1 104.1 103.6 105.6 105.3 106.4 108.2 107.0 

安房地区 館山市 経常収支比率 83.3 83.1 88.2 91.2 89.7 96.1 95.6 96.8 99.0 101.5 96.8 89.5 92.7 92.7 94.3 
うち人件費 32.5 31.8 32.7 31.5 30.9 33.2 32.0 31.6 30.6 30.3 28.5 24.3 24.9 24.2 25.1 
うち公債費 15.8 14.9 16.2 17.7 17.4 17.9 18.4 18.4 18.6 18.9 18.3 17.0 17.8 17.4 16.8 
減税補てん債等除外 82.7 82.5 91.0 96.7 99.8 104.3 101.5 102.0 103.5 106.1 103.1 98.7 100.8 101.1 103.6 

【表 05】香取市旧 4市町合併前後の経常収支比率の推移
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013
(H11) (H12) (H13) (H14) (H15) (H16) (H17) (H18) (H19) (H20) (H21) (H22) (H23) (H24) (H25)

香取地区  香取市 89.9 91.4 90.7 91.7 86.8 82.1 83.3 83.3 81.9 
 佐原市 92.6 92.6 93.7 92.0 89.6 89.9 
 小見川町 79.6 81.7 82.9 85.6 87.3 89.1 
 山田町 84.4 84.7 82.4 87.2 85.7 87.8 
 栗源町 82.9 82.9 83.3 88.2 87.3 85.0 
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